
吹田市地区青少年健全育成事業補助金交付要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、青少年の健全育成に関する事業を実施する地区青少年対策委

員会に対し、予算の範囲内において、地区青少年健全育成事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することにより、地域における青少年の健全育成事業の充実

を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領において「青少年」とは、３０歳未満の者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、原則として市立小学校の校区ごとに設置される地区

青少年対策委員会とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、学校開放事業を

含む地区青少年対策委員会が実施する青少年の健全育成、非行防止等に係る事

業とする。 

２ 補助金の交付を受けようとする地区青少年対策委員会は、必ず学校開放事業を

実施しなければならない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業の

実施に要する経費のうち、おおむね次に掲げる経費とする。 

⑴ 講師その他補助対象事業に従事する者に対する謝礼金 

⑵ 補助対象事業において使用する消耗品の購入費 

⑶ 補助対象事業を実施する場所に係る賃借料、使用料等 

⑷ 補助対象事業を実施する場所までのバス借上料その他交通費 

⑸ 補助対象事業に参加する者及び従事する者への食事等の提供に要する経費 

⑹ チラシ等の作成費用その他補助対象事業の周知に要する経費 

⑺ その他市長が必要と認める経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の総額（前条第１号の経費のうち学校開放事

業にかかる従事謝礼金にあっては１人１日につき２，８００円以内の額に限る。）から

補助対象事業に係る収入の額を控除した額とし、次に掲げる人口割額及び学校

開放事業加算額の合算額を限度とする。 

⑴  人口割額 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市の住

民基本台帳に記録されている各小学校区における前年度の１１月３０日現在の

青少年の人口により別表に定める額 



⑵ 学校開放事業加算額 １小学校区につき２５５，２００円（学校開放事業を実

施した日数が学校開放事業を実施すべき日数（春期、夏期及び冬期の学校休

業期間並びに祝日を除く土曜日をいう。）の３分の２を下回ったときは、２５５，２０

０円から当該下回った日数（その日数に１日未満の端数があるときは、これを１

日に切り上げた日数）に５，６００円を乗じて得た額を減じた額） 

２ 前項の補助対象経費に係る収入は、地区青少年対策委員会が直接実施する事

業に係る収入とする。 

（交付の申請） 

第７条 地区青少年対策委員会は、補助金の交付を受けようとするときは、市長が指

定する期日までに、地区青少年健全育成事業補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 会員名簿 

⑷ 会則 

（交付の決定） 

第８条 市長は、前条の申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、補助金

を交付すべきものと認めるときは、地区青少年健全育成事業補助金交付決定通

知書（様式第２号）により、当該申請をした地区青少年対策委員会に通知するも

のとする。この場合において、補助金の交付目的を達成するため必要があると認め

るときは、交付の決定について条件を付することができる。 

（交付の請求） 

第９条 前条の規定による通知を受けた地区青少年対策委員会（以下「補助決定

者」という。）は、速やかに、地区青少年健全育成事業補助金交付請求書（様式第

３号）を市長に提出しなければならない。 

（交付） 

第１０条 市長は、前条の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、補助金を交付するものとする。補助金は、概算払いとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助決定者は、補助対象事業完了後、速やかに、地区青少年健全育成事

業実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 事業報告書 

⑵ 決算報告書 

⑶ 補助対象経費の支払を証する書類 

 



（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の報告書等の提出があったときは、その内容を審査し、交付す

べき補助金の額を確定し、地区青少年健全育成事業補助金交付額確定通知書

（様式第５号）により、当該報告をした補助決定者に通知するものとする。 

（精算） 

第１３条 市長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、

既に交付した補助金の額が当該確定額を超えるときは、期限を定めて、当該超え

る額を返還させるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他の不正な手段により補助金の交付を受けたとき又は受けようとした

とき。 

⑵ 補助金を交付目的以外に使用したとき。 

⑶ 補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

⑷ その他この要領に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

その返還をさせるものとする。 

（帳簿の整備等） 

第１６条 補助決定者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、当該収入及び支出について証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書

類を補助対象事業完了後１０年間保管しなければならない。 

（報告の徴収等） 

第１７条 市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し、補助対象事業の実

施状況について報告を求め、又は職員に補助対象事業の実施状況について調査

若しくは質問をさせることができる。この場合において、補助事業者は、正当な理由

がない限り、これらを拒んではならない。 

（委任） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、地域教

育部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、吹田市地区青少年健全育成事業補助金交付要綱を廃止する告示の



公表の日から施行し、平成２２年度の補助金から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２７年３月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の要領第１５条及び第１６条の規定は、施行の日において現に保管されて

いる帳簿等についても適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の要領の規定は、平成２９年度以後の年度分の補助金について適用し、平

成２８年度分までの補助金については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年度分の補助金に限り、改正後の要領第６条の規定による補助金の額が

平成２８年度分の補助金の額を下回ることとなる地区青少年対策委員会には、そ

の差額の２分の１に相当する額を、同条の規定による補助金の額に加算する。 

附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ 改正後の要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

別表 

地区青少年健全育成事業補助金人口割額表 

階層 １青少年対策委員会に属する青少年人口 人口割額 

Ａ ６，０００人以上 ３００，０００円 

Ｂ ４，０００人以上６，０００人未満 ２３０，０００円 

Ｃ ２，０００人以上４，０００人未満 １７５，０００円 

Ｄ ２，０００人未満 １３５，０００円 

 


